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１．事業の目的

• 防災備蓄食品の廃棄は、これまで食品ロス
の統計量には入っておらず、備蓄状況の統
計データは限られていた。
この現状に対し、一定のエリアにおける防
災備蓄食品の排出数量及び、現状での活用
可能数量（フードバンク等での受入れ可能
数量等）とのバランスをアンケート及び調
査により推定量にて可視化することにより、
対策の必要性と防災備蓄食品の食品ロス削
減につながる取組みを検討することは有益
と考えられる。
（右図参照）
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＊図 防災備蓄食の食品ロス削減イメージ



１．事業の目的
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• 企業や行政が保管する防災備蓄食品は
同一種類かつ大量であることが多く、
有効的に活用しようとしても受入れ側
が使い切れないケースが多い。
フードバンク事業者や社会福祉協議会、
こども食堂等への「配布」のみでは、
限界が来ているように考える。
（＊プラン1参照)

• この場合に、防災備蓄食品の新しい活
用方法として防災備蓄食品を材料とし
て使用する「リメイク料理弁当」の製
造・提供を行うことを検討する。
「リメイク料理弁当」には、防災備蓄
食品に加え、できるだけB級品や流通
に適さない一般食材等の使用し、総合
的な食品ロス削減を目指すお弁当とし
て、「食べることによって食品ロスを
削減する」機会を増やすことを基本方
針として考える。（＊プラン２参照）

※ 防災備蓄食品・一般食材の寄付・提供元である企業や
行政とは、あらかじめ防災備蓄食品等の新しい活用方法
（「リメイク弁当」の製造・提供）について合意のうえ、
事業を進めることとする。

• 新しい活用方法の基盤を構築し、具体事例を企業や行政に対して提示することにより、
企業が保有する防災備蓄食品の寄付・有効活用（食品ロス削減）を後押しすることを目指す。

• また、防災備蓄食品に関する「廃棄ゼロ」の実例創出を目指す。



２．事業の内容

①防災備蓄食品の有効活用と廃棄の実態調査（アンケート調査）
• 新宿区内の企業と首都圏のフードバンク事業者・こども食堂事業者へのアンケート調査を実施
した。取組状況の把握と、防災備蓄食品の排出数量及び、受入れ可能数量の推定値を把握する
ことを目指した。

②防災備蓄食品の有効活用と廃棄の実態調査（訪問調査）
• 外部委託先に備蓄品の購入を予定される民間企業に対し、
会社訪問・ヒアリング調査を実施した。（最終的に、計13社より回答へご協力いただいた）

• 企業における備蓄状況・廃棄となる経緯等を質問し、実態をより具体的に把握することを目的
とした。
※ネットアンケートの設問を活用しつつ、特に廃棄に繋がる設問について、
ヒアリングにて詳しく聞き取りを実施した。
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２．事業の内容

③防災備蓄食品の有効活用実施、リメイク弁当製造
• 新宿区の企業を中心に、排出される防災備蓄食品の有効活用（通常寄付・リメイク弁当製造）を実施。

• 受取団体へのマッチング促進（通常寄付の促進）に加え、リメイク弁当の製造を実現することで、
新宿区内に所在するビル1棟のテナント企業及び、新宿区役所より、2023年11月～24年1月に入れ替
えられる防災備蓄食品の『廃棄ゼロ（焼却・埋立ゼロ）』」の実現を目指した。

• 本事業全体の成果を踏まえ、啓発冊子を作成した。

（効果検証の方法）
本事業における防災備蓄食品の有効活用による「食品廃棄ゼロ」の達成は、

「（排出量）−（有効活用量）＝0」となった場合とする。ただし、寄付者での廃棄もゼロで
あると確認する。

※（排出量）…エリア内の企業や行政からの防災備蓄食品の排出量は、調査及び寄付申出書に
より重量を計算する。

※（有効活用量）…寄付を受けたフードバンクやこども食堂事業者からは受取確認書にて受入
れ数量を把握し、重量を計算する。

※リメイク料理として活用した数量については試作～お弁当製造までの使用数量を、
「活用報告書」にて把握し、重量を計算する。

＊賞味期限がすでに超過している防災備蓄食品の排出があった場合には、
株式会社日本フードロジーセンターにて飼料化を行う。

5



３．事業の実施体制
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• 事業実施全体のアドバイス、アンケート設問作成・アンケート集計・分析等
・日本女子大学家政経営学科 小林富雄教授研究チーム

• 防災備蓄食品に関する訪問調査
• 名鉄協商株式会社

• 防災備蓄食品寄付案内
• ミドリ安全株式会社、名鉄協商株式会社、株式会社そごう・西武

• リメイク料理製造・提供協力
• 新宿区 公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター
• 豊島区 社会福祉法人豊芯会
• 日本女子大学生活協同組合



３．事業の実施体制
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リメイク料理製造・販売者

・新宿区 公益財団法人新宿区勤労者・
仕事支援センター

・豊島区 社会福祉法人豊芯会
・日本女子大学生協 など

防災備蓄食品に関する
寄付案内

・ミドリ安全株式会社
・名鉄協商株式会社
・株式会社そごう・西武

防災備蓄食品に関する
訪問調査

・名鉄協商株式会社

都内の寄付企業

全体企画・統括者

協力依頼

営業・
調査

営業・
調査

食品
受領書

フードバンク団体等

購入者

運搬
企業

寄付

受取確認書

譲渡
申込書

使用
報告書

※事業実施全体のアドバイス、アンケート設計・集計を、
日本女子大学家政経営学科小林富雄教授研究チームに担当いただきました。

販売
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①防災備蓄食品の有効活用に関するちらし 作成

４．事業の成果：ちらしの作成
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②防災備蓄食品の有効活用と廃棄の実態調査（アンケート調査・訪問調査）
• 企業向け調査⇒10/26 発送

10/27 回答受付
11/6   中間報告
11/16 締め切り
11月上旬、礼状件催促状発送

• NPO法人等向け調査⇒10/30 発送
10/31 回答受付
11/20 締め切り

訪問調査（企業向け） 11月～12月に直接企業を訪問、聞き取りを行った。

４．事業の成果：アンケート調査（概況）

※アンケート調査では企業は313件、NPO法人等には1,000件回答依頼を行った。NPO法人等はフードバンク55件、こ
ども食堂945件に回答依頼を行った。
※本調査におけるフードバンクとは地域を関東（1都6県）と限定し、農林水産省「各フードバンク活動団体の紹介」
に掲載の団体、こども食堂とは地域を関東（1都6県）と限定し、認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすび
え「むすびえHP（Googleマップ）」に掲載の団体とした。
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アンケート結果
企業向け調査 （一部の回答には訪問調査の

調査結果も含む）
回答数26社のうち、民間企業における法人格は、
株式会社が73.1%(19団体)、その他が26.9%(7
団体)であった。

図 1 法人格（N＝13）

４．事業の成果：アンケート（企業向け）

東京都帰宅困難者対策条例の認知度では、
「いいえ」が61.5%(8団体)と「はい」38.5%(5
団体)を上回った。

図 2 東京都帰宅困難者対策条例の内容の認知
度（N＝13）

いいえ
61.5％

はい
38.5％

※左図は、アンケート調査の回答者13社への質問結果と、訪問調査での回答者13社への質問結果を合わせたもの。
ただし、両調査で回答者は重複しない（以下同様）。
右図は、アンケート調査の回答者13社への質問結果。なお、訪問調査では同様の質問を実施してはいない。

株式会社
73.1%

その他
26.9%



アンケート結果
BCPの策定状況を聞いたところ、「策定してい
ないが検討中」が 38.5%(5団体)、「策定して
いる」・「策定していない」はそれぞれ30.8% 
(4団体)と比較的少ない状況であった。

防災備蓄食品を「導入している」は約半数の
54%(14社)、「導入していない」は38%(10社)、
「わからない」8%(2社)である。
「導入している」企業のうち、2011年以降に
導入した企業は10社であるが、2011年（5社）
2015年（1社）2019年（1社）2020年（2社）
2023年（1社）であった。

図 4 防災備蓄食品の導入有無（N＝26）
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４．事業の成果：アンケート（企業向け）

図 3  BCPの策定率（N＝13）

策定していない
30.8％

策定していないが
検討中
38.5％

策定している
30.8％

※左図は、アンケート調査の回答者13社への質問結果。なお、訪問調査では同様の質問を実施してはいない。
右図は、アンケート調査の回答者13社への質問結果と、訪問調査での回答者13社への質問結果を合わせたもの。

導入している
54%

導入していない
38%

わからない
8%



12

アンケート結果
防災備蓄食品を「導入していない」10社にその
理由を聞いたところ、「予算不足」・「スペー
スがない」がそれぞれ3社、「人手不足」・
「入れ替えが煩雑」がそれぞれ１社、「わから
ない」が１社「その他」が4社という結果で
あった。

４．事業の成果：アンケート（企業向け）

防災備蓄食品を「備蓄をしている」14社にその
品目を聞いたところ、「水」が14社、「主食」
が14社、「菓子類」が4社、「副菜」が4社、
「飲料」が4社であった。なお、主食の内訳と
しては乾パン、アルファ化米、カップ麺、ク
ラッカーなどである。副菜の内訳はインスタン
ト味噌汁などである。飲料は清涼飲料水、栄養
ドリンク、野菜ジュースなどである。

図 6 現在の防災備蓄食品の品目

（N＝14、MA）
図 5 食料備蓄を行わない理由（N＝10、MA）
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※左図は、アンケート調査の回答者13社のうち、備蓄をしていない５社への質問結果と、訪問調査13社のうち備蓄をしていない５社へ
の質問結果を合わせたもの。
右図は、アンケート調査の回答者13社のうち、備蓄をしている6社への質問結果と、訪問調査13社のうち備蓄をしている8社への質問

結果を合わせたもの。

(社) (社)



種類 数量 単位 割合

水 9,250 L 82.6%

主食 1,857.2 kg 16.6%

菓子類 16.7 ㎏ 0.1%

副菜 42.7 ㎏ 0.4%

飲料 28.7 L 0.3%
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アンケート結果
備蓄をしている14社の備蓄量をすべて合計した場合の種類別の数量内訳は「水」が9,250L、
「主食」が1,857.2kg、「菓子類」が16.7kg、「副菜」が42.7kg、「飲料」が28.7Lであった。水
や飲料水１L＝１㎏とすると、重量ベースで全体の82.6％が水ということになった。あくまで14
社の品目別数量の合計であるが、水と主食が主な備蓄食材であることが示唆される。

４．事業の成果：アンケート（企業向け）

図 7 品目別の備蓄量（N＝14）（重量ベース）

※上表は、アンケート調査の回答者13社のうち、備蓄している6社への質問結果と、
訪問調査での回答者13社のうち、備蓄している8社への質問結果を合わせたもの。

※主食、菓子類、副菜は重量での回答結果の総計であり、換算などは実施していない。
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アンケート結果

防災備蓄食品の管理方法は、「自社管理」が
83.3%(5社)、「その他」が16.7%(1社)であった。

４．事業の成果：アンケート（企業向け）

賞味期限が近づいたために入れ替えた防災備蓄
食品の処理方法を複数回答してもらうと、「従
業員に配布」が13社、「社外の個人や団体に寄
付」が4社、「廃棄」が1社である。「廃棄」と
回答した理由（1社）は「有効利用すると煩雑
になる」からである。

図 9 賞味期限間近の入れ替え後防災備蓄食品
の処理方法（N＝14、MA）

図 8 備蓄食品の管理方法（N＝6、MA）
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※左図は、アンケート調査の回答者13社のうち、備蓄している6社への質問結果。なお、訪問調査では同様の質問を実施
してはいない。
右図は、アンケート調査の回答者13社のうち、備蓄している6社への質問結果と
訪問調査の回答者13社のうち備蓄している8社への質問結果を合わせたもの。

(％) (社)
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アンケート結果
防災備蓄食品の入替時に「社外の個人や団体に
寄付」と回答した企業に寄付をする際に困って
いることを複数回答してもらうと、「寄付先の
選択」が2社、「残存期限の管理」「配送など
の費用」「仕分け等の作業スペース」「人手」
がそれぞれ１社であった。

４．事業の成果：アンケート（企業向け）

図 10 寄付をする際に困っていること
（N＝4、MA）
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防災備蓄食品をリメイク弁当材料として寄付す
ることに対する興味は、「ある」が13社、「な
い」が(11社)「その他（回答無含む）」が２社
であった。

図11 リメイク弁当材料としての寄付への興味
（N＝26）

※左図は、アンケート調査の回答者13社のうち、入替時に「社外の個人や団体に寄付」と回答した2社への質問結果と
訪問調査の回答者13社のうち、入替時に「社外の個人や団体に寄付」と回答した2社への質問結果を合わせたもの。
右図は、アンケート調査の回答者13社への質問結果と、訪問調査での回答者13社への質問結果を合わせたもの。

ある
13 社

ない
11 社

その他
2 社(社)



16

アンケート結果

防災備蓄食品の寄付ではなく、リメイク弁当を
社員向けに販売・購入する「社内販売」に興味
があるかを聞いたところ、「ない」が60%(15
団体)、「ある」が40%(10社)である。「無回
答」１社であった。

４．事業の成果：アンケート（企業向け）

図 12社員向けリメイク料理の販売への興味（N＝26）

リメイク弁当が社内で販売されていたら購入し
たいと思いますかという問いに対しては、「安
ければ購入したい」が10名「おいしそうなら購
入したい」が7名「ぜひ購入したい」が1名であ
り、多数の方が購入したいと考えているようで
ある。

＊その他・無回答２名とする。

図13 リメイク弁当の社内販売について

（個人の意見）（N＝26）

ある
40％

ない
60％

※両図共に、アンケート調査の回答者13社への質問結果と、訪問調査での回答者13社への質問結果を合わせたもの。

おいしそうなら購入
7名

ぜひ購入
1名

購入したくない 4名

安ければ購入
10名

その他、無回答 4名



• 本調査（アンケート調査、訪問調査）での回答結果からはBCP策定率が30.8％、
東京都帰宅困難者対策条例の認知度は38.5％であった。
東京商工会議所（2023）の東京都内を対象とした調査結果によるとBCP策定率が
30％前後、東京都帰宅困難者対策条例の認知度40％弱であり、本調査と同様の数
値であった。新宿区内の企業も同様に低い値であったと考えられる。

• 備蓄を行わない理由として「予算不足」「スペースがない」ことが最多(「備蓄を
していない」と回答した企業10社のうち、各３社)あり、地価の高い新宿では潤沢
な備蓄をするにはハードル高い可能性が示唆された。

• 寄付に関しては、本調査での回答結果からは半数の企業が一斉入れ替えを実施し
ている。そのため、寄付しようとしても一度に大量に食品が供給されてしまい、
その輸送の手配や配布先の選定を迅速に行う必要があることから、第三者への寄
付は煩雑さが課題となることが想定される。備蓄品の管理システム等を活用しな
がら、毎年一定量の入れ替えを行うことで、備蓄品管理担当者の負担が軽減され、
社内配布や寄付が行いやすくなり、その結果、防災備蓄食品の廃棄削減につなが
ると考える。

• 現状では従業員への配布が主な有効活用となっているとみられ、「廃棄」は1社で
あった。年々企業での備蓄量は増加しており、今後、同一種類かつ大量の排出が
あった場合には従業員への配布や通常の寄付のみの活用では全量活用は困難とな
る可能性がある。リメイク料理等を含めた幅広い活用方法を展開しながら、防災
備蓄食品の食品廃棄ゼロを目指していきたい。

• リメイク弁当の社内販売については「興味がある」と回答した企業は約４割で
あったが、リメイク弁当によって取り組むことのできる社会問題や、お弁当自体
のおいしさを伝えることによって、防災備蓄食品の新しい活用方法を一般化する
とともに、企業が最終活用を見据えた安心した備蓄の実施を推進したい。
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４．事業の成果：アンケート（企業向け）



アンケート結果
NPO法人等向け調査

「任意団体」と回答した団体が50.2%(109件)、
「NPO法人」が21.7％（47件）、「一般社団
法人」が3.7%(8件)、「株式会社」が1.8%(4
件)、「合同会社」が0.5%(1件)、「その他」
が22.1%(48件)の順番となっている。

図 14 法人格（N＝217）

運営形態の内訳は「こども食堂」が82.9%(180
団体)、「フードバンク」が6.9%(15団体)、
「その他」が10.1%(22団体)であった。

図 15 中間支援の運営形態（N＝217）
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４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）

任意団体
50.2％

NPO法人
21.7％

一般社団法人
3.7％

株式会社 1.8％

合資会社
0.5%

その他
22.1％

フードバンク
6.9％

子ども食堂
82.9％

その他
10.1％

※両図共に、アンケート調査の回答者217団体への質問結果。



アンケート結果
NPO法人等向け調査

食品等の配布活動の頻度を質問したところ、「月
1~2回」は65.0%(139団体)、「2ヶ月に1回以下」
は16.8%(36団体)、「月3回以上」は9.8%(21団体)、
「週に１回」は3.7%(8団体)、「週に2~3回」は
3.3%(7団体)、「毎日」が1.4%(3団体)である。有
効回答は214件である。

図 16 配布活動の頻度（N＝214）
※寄付食品全般に関する回答であり、防災備蓄食品に限ら
ない。

1回あたりの平均食品配布人数は0人が1.8%(４団
体)、「50人以下」が59.4%(129団体)、「50-100
人」が22.6%(49団体)、「101-150人」が6.5%(14
団体)、「151-200人」が3.7%(8団体)、「201-
250人」が0.5%（1団体)、「301以上」が5.5%(12
団体)であった。

図 17 1回あたりの平均食品配布人数（N=217）
※寄付食品全般に関する回答であり、防災備蓄食品に限らない。

0人
1.8%

1-50人
59.4%

51-100人
22.6%

101-150人
6.5%

151-200人
3.7%

201-250人
0.5%

301人以上
5.5%
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４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）

※左図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果のうち有効回答214団体の質問結果
右図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果



アンケート結果
NPO法人等向け調査

配布する食料のうち防災備蓄食品が占める割
合を聞いたところ、「0-20%」が82.5%(179団
体)、「20-40%」が8.8%(19団体)、「40-
60%」が4.1%(9団体)、「60-80%」が1.4%(3
団体)、「80-100%」が3.2%(7団体)であった。
なお、0-20%のうち、0%が77団体であった。

図 18 配布食料のうち防災備蓄食品の占める
割合（N=217）

企業や行政からから防災備蓄食品の寄付があ
るかを聞いたところ、「ある」が63.1%(137
団体)、「無い」が28.1%(61団体)、「把握し
ていない」が8.8%(19団体)である。

図 19企業や行政から防災備蓄食品の寄付の
有無（N=217）
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４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）
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※両図共に、アンケート調査の回答者217団体への質問結果。



アンケート結果
NPO法人等向け調査

自由回答（FA）により受け取らない食品を最大で上位３つまで回答してもらった。回答者数は39件だったが、上
位２つまで回答したのは21件、上位3つをすべて回答したのは９件だった。商品別に「アルファ化米等（パック
ご飯、お粥）」「カンパン」「飲料水」「クラッカー類（カロリーメイト、クッキー含む）」「生鮮食品（野菜、
精肉、鮮魚）」「缶詰」「賞味期限間近のもの」に分類し、回答があった商品69品すべてを集計した（下図）。
なお、その他には粉ミルクやセット品などが含まれる。受け取らない理由として「期限がギリギリになってから
大量に寄付されても使い切れない」「賞味期限近くに大量に来る」「あまり美味しくないものも多いのでもらっ
てくれる人はだいたい決まっている」「何をいただいても、極端に多い量は困る」などが挙げられた。また防災
備蓄食品に関しては、「乾パンは残ってしまうので、寄付はできるだけ受けられない」という点や、「（アル
ファ化米などを）大量に毎回配ると飽きられる。（水などの）重たいものをこどもは持ち帰れない」など数量の
調整が難しいことが示された。

図 20 受け取らない商品上位３つ（FA、最大で３つまで）

（N＝69 挙げられた品の合計数（回答団体は39団体））
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※図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果のうち、回答を得た39団体の自由回答（最大３つまで）を集計したもの。
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アンケート結果
NPO法人等向け調査

防災備蓄食品の受け入れにおける課題を自由記述
（FA）で回答した94団体の回答内訳は、「賞味期
限」が43.6%(41団体)、「問題なし」が16.0％(15団
体)、「量が多すぎる」、「人手・資金不足」がそれ
ぞれ8.5％(８団体)、「不定期に配布される」が6.4％
(6団体)、「その他」が17.0%(16団体)に分類された。

図 21 防災備蓄食品の受け入れ課題
（FA、N=94を集計）

寄付された防災備蓄食品を余らせたことがあるか聞い
たところ、「ある」が27.2%(59団体)、「ない」が
72.8%(158団体)であった。

図 22 防災備蓄食品が余らせたことはありますか
（N=217）

22

４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）

ない
72.8%

ある
27.2%

※左図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果のうち、回答を得た94団体の自由回答を集計したもの。
右図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果。
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アンケート結果
NPO法人等向け調査

余った防災備蓄食品の処理方法を複数回答で聞いたところ、「廃棄」が59団体、「再配布」が32団体、「その
他」が20団体であった。その他には、「ボランティアに配布」「（子供以外の）関係者に配布」「お弁当にして
配布」がみられた。回答団体数は59団体である。

図 23 余った防災備蓄食品の活用方法（MA、N=59）

４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）

（団体）

※図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果のうち、「余らせたことがある」と回答した59団体に複数回答で
の質問結果。



24

アンケート結果
NPO法人等向け調査

防災備蓄食品を使用した調理品提供に関する考え方を聞いたところ、「すでに防災備蓄食品を用
いた調理品を提供している」が32.7%(71団体)、「やろうと思えばできるがやっていない」が
41.5%(90団体)、「興味がないのでやるつもりはない」が4.1%(9団体)、「レシピがないためでき
ない」が2.3%(5団体)である。

図 24防災備蓄食品を使用した調理品提供に関する考え方（N=217）

４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）
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※図は、アンケート調査の回答者217団体への質問結果。



• 本調査では全国217団体からの回答を得た（子ども食堂が180団体、フードバンク
は15団体）。

• 食材配布頻度は、月1~2回と開催頻度が少ない団体が多い。
• 約6割の団体が防災備蓄食品の寄贈を受けているが、アルファ化米やカンパン次い
で飲料水のニーズが比較的低いことが示された。（比較的企業等で主に備蓄され
ている食品のニーズが低い）。
アルファ化米のニーズが低い理由としては政府備蓄米の無償交付に加え、「米」
の寄付が進みつつあり、「米」が供給過多となっていることが考えられる。水や
飲料のニーズが低い理由としては、フードバンクや子ども食堂が最終受益者へ配
布をする際に、重量があるため配送料金がかかったり、持ち帰りに向かないこと
が考えられる。

• 現状では、1回あたりの平均食品配布人数が少ない、防災備蓄食品を余らせている
団体が約3割存在している、余らせたことのある団体のすべてが「廃棄したことが
ある」と回答したため、マッチングには大きな課題がある可能性が高い。

• 「防災備蓄食品を活用した使用した調理品提供をすでに行っている」と回答した
団体が32.7％存在し、「やろうと思えばできるがやっていない」と回答した団体
が41.7％存在している。防災備蓄食品を活用したリメイク料理についての情報発
信（レシピや、リメイク料理のおいしさ等）を行い、調理提供が一つの活用方法
であることを一般化し、防災備蓄食品の受入れ可能数増を期待する。

• 企業が防災備蓄食品を配置するときには、有事の際に従業員の安全を守るために
必要な物資を第一に考えて選定すること多いが、防災備蓄食を含めた食品の廃棄
問題に取り組むためには、物資の入替時の二次利用（有効活用：寄付）を考える
必要性もあり、二次利用を前提とした防災備蓄食品の「品揃え（Assortment）」
が今後の検討課題となる。

25

４．事業の成果：アンケート（NPO法人等向け）
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③防災備蓄食品の有効活用実施、リメイク弁当製造
＜リメイク弁当の販売実績＞

本事業にて計720食のリメイク弁当を販売することができた。
※次頁より防災備蓄食品の活用実績を明記したが、
新宿区内から受けた防災備蓄食品に限ることから、上表の区外A社、区外B社を含まない。

弁当製造・販売日 リメイク弁当
製造者

リメイク弁当
販売場所

障がい者
協力

販売
弁当数

販売
金額 活用した寄付食品

2023/11/12 新宿区勤労者・仕事
支援センター 同左 〇 48食

312食
380円
50円

新宿区企業B
（アルファ化米100食）

2023/11/18 社会福祉法人
豊芯会

しながわシティ
スポーツクラブ 〇 20食 600円

区外A社
（アルファ化米200食）

2023/11/18
2023/11/19

社会福祉法人
豊芯会 TBS 〇 200食 550円

2023/12/11-15 日本女子大学
生活協同組合 日本女子大学 × 103食 300円 区外B社

（アルファ化米100食）

2024/1/24 社会福祉法人
豊芯会

新宿区役所
日本セルプセンター
損害保険ジャパン

住友不動産
東京ビジネスサポー

トセンター

〇 37食 600円
新宿区役所

（おかゆ 6食）
新宿区企業F

（アルファ化米30食）

４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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新宿区内での活用実績＜1/3＞



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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新宿区内での活用実績＜2/3＞



９月～実施している新宿区内の企業から排出される防災備蓄食品はすべて、
非営利活動団体へ寄付またはリメイク製造への活用を行った。

４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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新宿区内での活用実績＜3/3＞



個別事例（１） 新宿区役所からの寄付
・食品廃棄ゼロエリアを実現 

新宿区
日本セルプセンター
損害保険ジャパン

住友不動産
東京ビジネスサポートセンター

新宿区役所

４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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リメイク料理製造・販売者

社会福祉法人豊芯会

都内の寄付企業

フードバンク団体等

購入者

運搬企業

寄付

リメイク弁当
販売（37食）＊

A社

2023年9月～1月に
入れ替え予定の防災備蓄食品 130,300食
・うち、121,050食を区内の防災啓発として
区民に配布

・うち、9,250食を本事業へ寄付

9,250食

9,200食

50食

＊リメイク弁当の原材料には、新宿区役所からの寄付食品以外も含む。
またリメイク弁当販売（37食）は次事例との合計での実績値。

配布

社会福祉法人豊芯会
利用者へ配布

6食 44食

12/5
12/6～

1/24 1/24

12/6



個別事例（２） 特定非営利活動法人日本セルプセンターからの寄付
・食品廃棄ゼロエリアを実現 

日本セルプセンター

４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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リメイク料理製造・販売者

社会福祉法人豊芯会

都内の寄付企業 運搬企業

A社

2023年9月～2024年2月に
入れ替え予定の防災備蓄食品 100食
・うち、50食を職員に配布
・うち、50食を本事業へ寄付

50食 50食

配布

社会福祉法人豊芯会
利用者へ配布

20食

新宿区
日本セルプセンター
損害保険ジャパン

住友不動産
東京ビジネスサポートセンター

購入者

リメイク弁当
販売（37食）＊ 30食

＊リメイク弁当の原材料には、日本セルプセンターからの寄付食品以外も含む。
またリメイク弁当販売（37食）は次事例との合計での実績値。

12/18 12/19

1/24 1/24



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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リメイク弁当製造・販売の様子
<１>11/12新宿区勤労者・仕事支援センター

アルファ化米（山菜おこわ） → おこわ弁当・いなり寿司



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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リメイク弁当製造・販売の様子
<２>11/18.19 社会福祉法人豊芯会

アルファ化米 → リメイク弁当
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リメイク弁当製造・販売の様子
<３>12/11-15 日本女子大学生活協同組合

アルファ化米（白米） → リメイク弁当（さんま蒲焼丼）



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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リメイク弁当製造・販売の様子
<４>1/24社会福祉法人豊芯会
アルファ化米・白かゆ → ハンバーグ弁当
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＜リメイク弁当用の掛け紙＞

４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売

＜リメイク弁当の販売の実事例＞



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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＜リメイク弁当の販売の実事例＞



４．事業の成果：リメイク弁当の製造・販売
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リメイク弁当に関するアンケート（喫食者向けアンケート）
防災備蓄食品を活用したリメイク弁当を購入しようと思った理由

防災備蓄食品を活用したリメイク弁当の味についての感想

※25名の回答結果(複数回答あり)

※25名の回答結果



４．事業の成果：取組拡大への啓発冊子

40

企業向け・防災備蓄食品の廃棄ゼロに向けた啓発冊子



４．事業の成果：取組拡大への啓発冊子

41

企業向け・防災備蓄食品の廃棄ゼロに向けた啓発冊子



６．本事業のまとめ・事業終了後の展開

42

• 今回のアンケートでは企業からの回答が少なかったため、（ネットアンケート13件、訪問調
査13件）新宿区内の防災備蓄量を反映したデータとは言えない。そのため、新宿区内での一
定期間における防災備蓄食品の排出量と関東圏内のNPO法人等の受け入れ量とのバランスを
測ることはできなかった。
ただ、訪問調査を行う中で、「企業の備蓄担当者が自社の備蓄量やその情報」を正確に把握す
ることが難しい部分が垣間見えた。今後の活動の中では企業の備蓄担当者と日々のコミュニ
ケーションをとりながら、企業の備蓄実態を把握することを促し、今回作成した啓発冊子を活
用して、防災備蓄食品の賞味期限切れによる廃棄をなくすように促す。

• 企業の備蓄率が多く、また、NPO法人等では使いづらいと感じている「米類」を活用した
「リメイク弁当」は喫食者によるとおおむね好意的な意見を得ることができた。「リメイク弁
当」での新しい使い方は単に、廃棄を逃れるための手法のみならず、障がい者の支援や、食品
の廃棄問題、防災備蓄の必要性を伝えることができる。 今後は、企業内ので社員食堂や大学
等の学生食堂でのリメイク料理製造販売の機会を増やしていく。

• 様々な食品の廃棄問題が注目され、食品ロスへの取り組みが推進される中で、多くの食品（一
般食材等）が今後、寄付等によって活用されることが見込まれる。一般食材等と比較すると、
防災備蓄食品は寄付を希望するケースが減少すると懸念する。企業にとって防災備蓄食品の配
置は従業員の安全を確保し、事業の継続を図るために求められているが、防災備蓄食品の新し
い活用方法が企業にとって入替時の処分方法に頭を悩ませることなく安心して防災備蓄配置を
行える一助となることを期待し、今後も新しい活用方法を検討する。

• リメイク弁当の取組みは、値段やおいしさだけでなく、提供者と喫食者の関係、組織間や地域
内での特に良好な関係を築く契機になる。平時のうちからリメイク弁当の取り組みにより社会
の繋がりを確認することで、食品ロス削減だけではなく、より防災意識を高める機会にもとな
り、広く普及することが期待される。
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